（別紙３）

企画提案書　＜多面的消費者（普及啓発広報）教育推進事業＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

団体の名称
（代表団体）
所　在　地
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

	１　事業の方針、方向性
	

	
	※　提案する事業の趣旨、実施方針、方向性を簡潔に記載すること。

	２　具体的な内容

及び実施計画
	

	
	※　提案する事業の全体の内容、実施計画、スケジュール等を記載すること。

	３　提案内容に

おいて特にアピールする事項
	

	
	※　提案する事業の特徴、優位性等について簡潔に記載すること。

	４　そ　の　他
	


※　提出する企画提案書については、必ずしも本様式のとおりでなくとも、本書の記載内容を満たしていれば足りるものとすること。
（別紙４）

見積書　＜多面的消費者教育（普及啓発広報）推進事業＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　

岩手県立県民生活センター所長　様

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体の名称
（代表団体）
所　在　地
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

	積 算 項 目
	金額及び積算内訳

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	合　計
	　　　　　　　　　　　　　　　円


※　可能な限り積算内訳について記載すること。

※　上記金額には、消費税及び地方消費税を含むこと。

※　提出する見積書については、必ずしも本様式のとおりでなくとも、本書の記載内容を満たしていれば足りるものとすること。
（別紙５）

法 人 等 の 概 要 書

	項　目
	内　　　容

	団体の名称
	

	代表者職・氏名
	

	団体設立年月
	年　　　　月（活動歴　　　年　　ヶ月）

※特定非営利活動法人の場合、法人格取得前の活動歴を含みます。

	職員数
	　　　　名

	事務所所在地
	〒

TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX

ＨＰ

E-mail

	団体の活動目的
	

	現在の活動内容及び業務内容
	

	類似事業等の

事業実績、

実施見込み
	

	
	※　過去に本事業に類似した自主事業や県等からの受託事業の実績がある場合、事業実施年度、事業名、事業費、事業概要を記入すること。


※　グループでの応募の場合は、全ての構成団体の概要書を提出するとともに、グループの名称、代表団体、構成団体、構成団体ごとに担当する業務を記載した「グループ構成表」を併せて提出すること。

（別紙６）

応募要件に係る誓約書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

団体の名称
（代表団体）
所　在　地
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

私どもの団体は、下記に該当するものではないことについて告知するとともに、もし不実　　告知に基づく契約であることが明らかとなった場合、契約内容の変更、解除等の必要な指示に　　従うことを誓約いたします。

記

多面的消費者教育（普及啓発広報）推進事業企画提案募集要項の「Ⅲ　応募要件」の３の各号に該当する者

	【参考】「Ⅲ　応募要件」の３

３　応募団体（グループで応募する場合の代表団体及び構成団体を含む。）が、次のいずれにも該当しないこと。
(1)　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当する者。
(2)　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者若しくは再生手続開始の申立てがされている者（同法第33条第1項に規定する再生手続開始の決定を受けた者を除く。）又は会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てをしている者若しくは更生手続開始の申立てがされている者（同法第41条第1項に規定する更生手続開始の決定を受けた者を除く。）。
(3)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員と密接な関係を有している者。
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